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1は じ め に
複式簿記は13世 紀か ら15世紀にか けて 北部 イタ リヤ 都市 において 形成
され,し かもそ の 体系的記述 は ベ ニス簿記 と して ル カ ・パチ ョー リに よる
1494年刊行の 「算術 ・幾何 ・比 お よび比例総覧」(LucaPacioli,Summade
Arithmetica,Geometria,ProportionietProportionalita,1494)にあ らわ
され ている。 これに対 して会計(狭 義)は19世 紀に イギ リスにおいて簿記
の基礎 の上に 生成発展 し,そ の間の事情は リ トル トソの 名言 「光 はは じめ
15世紀 に,次 いで19世 紀 に射 した のであ る。15世紀の商業 と貿易の急速 な
発展 にせ ま られ て,人 は帳簿記 入を 複式簿記に 発展せ しめた。 時 うつ って
19世紀にいたるや 当時 の商業 と工業の飛躍的な 前進にせ ま られ て,人 は複
く　　
式 簿 記 を 会 計 に 発 展 せ しめ た の で あ っ た 」 に よ っ て 示 さ れ て い る。
株 式 会 社 が 会 計 の 生 成 の 基 盤 と な っ た 簿 記 に 及 ぼ した 影 響 は 計 り知 られ ざ
る ほ ど大 き く,こ の こ と を 無 視 して は,会 計 の 歴 史 的 な 背 景 は 明 らか に な ら
(1)A.C.Littleton,AccountingEvolutionto1900,1933,p.368.
片野一 郎訳,「会計発達 史」pp・498-9・
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ないであろう。 したがって,こ こでは会計の発祥地であるイギ リスにおける
株式会社,特 にイギ リス東イン ド会社を中心 として,そ の組織形態の変化に
応 じて,伝 来の簿記では 解決 しえない 幾多の問題の生起が,組 織的な記録
体系 としての簿記 と異った新たな領域つまり会計の発生を うなが したのであ
る。
東 イン ド会社 といっても,一 律に株式会社 と呼び うるものではな く,段階
的な把握の方法が必要 となる。 まず,株 式会社の名に 値い しない 全 く特異
な,い わゆる先駆会社 としての初期の形態か ら,比較的企業が永続性をもつ
制度 とな りえた過渡的形態へ,さ らに近代的性格をそなえた制度 としての完
成形態へと,そ の歴史的過程のもとにおける伝来の簿記に及ぼ した影響をみ
ることとす る。
しか し,東 イン ド会社は特許会社 とい う当時にあってはイギ リス政府の庇
護のもとにあったのに対 し,特許状のない多数の一般の株式会社の性格 と,
それ らが特殊イギ リス的なジ ョイン ト・ス トック ・カンパニー制度か ら完全
に抜け出て,資 本集中の最高形態 としての株式会社の威力を発揮 しうるに至
ったのであるが,そ のためには,会 計ならびに監査にかかわる専門的な職業
人 としての会計士の果す役割は大 きく,こ こにおいて,近 代的株式会社法 と
会計の接触面を取 りあげることとする。
狂 会計組織の変遷 と継続企業
近代的株式会社 の先駆会社 といわれ るイギ リスの東 イン ド会社(TheEast
IndiaCompany)は,エリザベ ス女王 の特 許状に よ り,15年 を期限 と して
1600年に設 立された。 設立 当初 は,joint-stockすなわち 「会社企業」 と外
枠 と しての カムパ ニー(company)との規模が一致 していたのである。つ ま
り,会 社企業が カムパ ニーの 全社 員に よって 構成 され ているので ジ ョイン
ト・ス トック ・カンパ ニー(jointstockcomPany)であ った。 しか し,出
資 の払込未済部分が 多いため,全 社 員の うち 現実 の 払込 希望者 のみに よっ
て,当 座的 な個別会社企業が,東 イン ド会社 の名 のもとに,い わば副 次的に
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設 立され たので ある。いいか えれば,カ ムパ ニーの社 員(共 同経営者)で は
あ るが,そ の中に 出資の払込 未済の社 員の存在す ることか ら一種 の規約組 合
(regnlatedcompany)とな り,そ の内部で は,そ れ と規模 の異 った 当座的
会社企業が別に設 立 され るとい うことか ら,む か しの組合事業 と規約組合 と
く　ラ
の連合形態 ともいい うるのであ る。
1600年か ら1617年までに113回の航海 が行なわれたが,各 航海 とも出資
は別 々であった。 それ は 個別航海制(seParatevoyage)であ る とともに個
別資本制(separatestock)でもあ った。 商船隊が帰航 し,そ の商 品の競売
が終 る と,資 産全部が原則 と して,利 益 とともにその 出資の割合に応 じ分割
され,払 戻され る。 しか し,実 際には,各 航海 ごとに清算 しきれない残余が
くの
生ず るのが普通で,こ れはつ ぎの航海の分 に吸収 されたのであ る。東 イン ド
会社 の初期の形態(1600年～1612年)は,こ の よ うに,,各航海 はそれぞれ
別の事業 と考 え られ ていたので,文 字 どお り 「一航海 が一企業」(Onevoy-
ageisanenterPrise・)であ ったのである。
つ ぎに,1613年には4年 有期 の株式が募集 され,従 来 の プ リミテ ィブな
個 別企業制(separatestock)から カ'ンパ ニーの全社員の出資 よりなる合本
制(jointstock)となった。 これは,当 座的会社企業か ら1657年の無期限
株式の発行に よる 継続企業制(goingconcern)の確i立をみ るまでの過 渡的
形態ではあるが,こ れ に よって,外 枠 と しての カムパ ニーと 内部 の会社企
業 との規模 は 一 致す る こととな り,東 イン ド会社 は もはや 単 なる 規約組合
(regnlatedcompa且y)ではな く,一 個 のjoint-stockcompanyとしての会
社 企業 となった のであ る。いいかえれば,各 航海 ごとに会社企業 を設立 し,
かつその度 ごとに清算 し解 散す る とい う純粋 の当座制が廃棄 され,少 くとも
(4)
数 航 海 を 含 む 比 較 的 永 続 性 を も つ 制 度 と な っ た こ とで あ る。 しか し,完 全 な
永 続 性 を 獲 得 した わ け で な く,本 質 に お い て 当 座 的 性 格 を 残 して い た の で,
(2)大塚久雄,株 式会社発生史論p・453・
(3)A.C.Li七tleton,AccountingEvolution七〇1900,1933・P・210。
片野一郎訳,リ トル トン ・会計発達 史,P・314・
(4)大塚久雄,前 掲書p・472・
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合理的な経営を行な うとい うためには,そ れが障害 となったのである。
東 イン ド会社にかぎらず,当 時の会社事業は,多 かれ少かれ当座企業的性
質を有 していたので,株 主に対す る分配divisionsは多 くは引受け られた資
本の払戻 しと会社の獲得 した利益の分配(す なわち配当dividends)の双方
の支払を包含 していた。すなわちここでは,清 算と決算 ・資本の払戻 しと利
益配当とが未分離の状態にあった。 このように,イ ギ リスの東 イン ド会社も
航海の度 ごとに不完全な清算が続いてゆ くので,毎 回の残高の整理 と株主の
持分 との関係がたえず混乱 し,当時の簿記技術では,何 回もの貿易清算につ
いて,資 産 と利益 とをその都度た くみに処理 しうる域にはまだ達 していなか
ったので,何 らかの合理的経営を行な うためには,ど うしても長期投資政策
が必要となってきた。 さらに,オ ランダが既存の東 イン ドをは じめ東洋との
貿易を行なっていた諸先駆会社を合併 して独占的な特許会社 としてオランダ
東イン ド会社を1602年に設立 して,イ ギ リス東 イン ド会社に対抗 したので,
イギ リス東イソ ド会社は,そ れ よりも さらに 有利な 長期投資条件をもった
オランダ東イン ド会社 との競争がするどく対立 してきたのであった。こうし
て,イ ギ リス東イソ ド会社 もこれ と 同様な 長期投資の 必要にせまられ るに
くの
至 っ た 。
1657年の ク ロ ム ウ ェル(Cromuell)の特 許 状 に よ り,イ ギ リス 東 イ ン ド
く　　
会社 は無 期限株式 の形態 をと り,永 久資本 の原則 を とるに至 った。 ここにお
いて,イ ギ リス東 イン ド会社 は過 渡的 形態 においてみ られた企業 の当座的性
格を完全に廃棄 し,継 続 企業(goingconcern)の性格を もち うるに 至 り,
イギ リス 東 イソF一会社 は 名実 ともに 会社 企業(company)とな ったのであ
る 。
ク ロ ム ウ ェル の 改 組 前 の1630年 頃 に,イ ギ リス 東 イ ン ド会 社 の 出 資 社 員
総 会 は,会 計 監 査 に 関 して,監 査 委 員 会 の 設 置 を 要 望 した の で あ るが,総 裁
のSirMorsisAbbottはこれ を 拒 否 し,会 計 帳 簿 を 一 般 出 資 者 へ 公 開 す る
(5)]Littleton,oP.cit.,PP.210-211・
(6)片野一 郎訳.前 掲書p・314・
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(7)
ことす ら禁止 した のであ る。 これ は簿記の秘 密主i義を意味 している。 ところ
が,ク ロムウ ェルの改組以後 この事情は全 く一 変 した。す なわ ち,ク ロムウ
ェル の特許状は簿記 の秘密主義 を打破 して,監 査制度を厳格に した。それ に
よれば,は じめは7年 の終 りに,そ の後 は3年 ごとに 一般的決 算(general
valuation)を行ない,そ の場 合,総 会に よって 選 任 された 役 員が公平無私
ゆ
に評価すべ しとい う規定が設け られたのである。おそ らく当時においては,
資産の過大評価 とか資産の不実の計上を吟味する意味での資産評価 と解され
る。とい うのは一般出資者は真の価値に よる持分の払戻 しを望んだか らであ
る。出資元本が取締役に よって不正に私消されていないか,獲 得された利益
が正当に分配されているかを含めて,共 同出資の持分の決定が当時の出資者
の最大の関心事であったか らである。このような資産の評価は外部の人 々を
して企業の利益を判断させるためにも役立ち,投 資物件 としての株式の価値
をきめる有力な資料 ともな りうるので,そ れは経理公開の先駆的役割を果 し
くの
た ともいわれ る。
事実,ク ロムウ=ル に よる 改組後7年 の1664年12月12日の総会 で,L会
計が公表 され,規 定通 り株主の退社 と入社 とを許 したのであ るが,そ れ以後
株式の証券化 と自由な流通 の進展に よって,そ れ は事実上 ほ とん ど行 なわれ
ず,ま たその必要 もな く,こ の ように して,株 式会社形態 に特 有な永続的資
本 への決定的 な一歩 を 印 したのであ る。 なお,こ の事実に相応 して,1662
(10)
年 にや っと ク ロムウ ェル 改組以来第1回 の 配 当が なされ たので ある。 そ の
際,東 イン ド会社 の総裁 は,将 来株主 に対す る分配は,そ れ まで行 なわれた
よ うな持分の分割(divisions)によることを廃止 し,会 社 の獲得 した利益,
す なわ ち配当(dividends)によってなす よ うに改め るべ きことを宣言 したの
で ある。 これに よって,個 別的投機資本に対 す る不規則的 ・附随的な持分の
分割か ら,永 久的資本 に対す る規則的 ・定期 的利益 の配 当へ と変化 し,ま た
(7)大塚 久 雄,前 掲 書P・482.
(8)大塚 久 雄,前 掲 書p.500.
(9)桜井 弘 蔵,会 計 監 査 論p・9・
(10大塚 久 雄,前 掲 書pp・506-7.
12 商 学 討 究 第25巻 第1・2号
商 品持分 か ら譲渡性 のある 全額持分へ と 変化 したのである。 この よ うに し
て,近 代企業 の拠 って立つ ところの,か つ,近 代会計がその最大責任 を とっ
てい るところの資本 と収益 との区別 とい うことが,は っき りと姿 をあ らわ し
く　り
てきたのである。伝来の複式簿記は,資 本 と収益 との区別を表示 しうる技術
的な能力をそなわっているが,そ の区別の表示にさき立って,定 期的利益を
正確に計算す ることは,会 計の重要な役割 となってきたのである。
さらに,企 業において 耐用命数の長い資本財の占める 割合いが 多 くなる
と,資 金の長期投資を促 し,これに株式の譲渡性が加わって,資 本と収益の
明瞭な分離が必要不可欠なこととなる。また,株 式会社が永続的な企業であ
ることか らして,必 然的にその投下資本の維持を図 らなければな らな く,こ
こにも,資 本 と収益の区分の要請となってあ らわれる。
皿 有 限 責任 制 と実 体 概 念
まず,前 章 におけ る資本 と収益の区分 の問題 を,株 式会社 におけ る法律上
の株主の有限 責任 との関連に おいてみてゆ くこととす る。株主の有限責任 と
い うことは,株 主が応募額 の全額 を払 い込 んだ後に は,会 社 の債権者 は株 主
の個人財産 まで請求権 をお よぼ しえな いとい うことであ る。従 って,株 式会
社 においては,株 主の有限責任 とい うことか ら,会 社 が配 当を行な うことに
よって,投 下資本 の減少 を生ぜ しめない ように,資 本 を継続 しなければ な ら
ない とい う法律上 の義務が課せ られ る こととな る。
資本 と利益の区別の問題 は,前 章に おいては,長 期投資 の必要性 とい う経
済的視点か ら取 りあげ られたが,こ れ を有限責任制 とい う法律的視点か らみ
て も,会 計上 の重要 性 とい ささか も劣 るものではな いと思われ る。 また二つ
の視点 は,い ずれ も企業を継続的活動体 とみ る継続企業(goingconcern)に
基礎 をおい ているのであ る。 さらに,両 者 は資本の完全な継続 を基本的条件
とす るものであるが,し か し,資 本維持 とい うことにな ると,そ の意味す る
(1】)Littleton,oP・ci七・,P・211・
片野一郎,前 掲書p・315・
!
!
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ところのものは 必ず しも 同一ではない。 資本維持のために 資本と収益 とを
分離す ることは,当 然 「分割」(divisions)ではな しに継続的 「配当」(divi-
dends)が行なわれるべき必要性があ り,ま た,経 済資本をそ こな うことな
く,企業の生産力を維持 してい くことは,企 業の存在それ 自体の要求であっ
たのである。資本維持のために資本 と収益とを分離することは,同 様に,法
律上か らも必要があった。 しか し,法 律上の立場か らいえば～保全される必
要のあるのは,経 済的資本ではな くして,株 主が 醸出 した 法律的資本であ
る。法律が株式資本の維持を原則 としている理由は,株 主が有限責任である
ことか ら,債 権者は 特に 保護 されなければな らないとするのである。 しか
も,こ の背後には株主の有限責任を理論づける 株式会社の実体性原理(the
く　の
doctrineofcorporateentity)が明 らかに存在 しているのであ る。
株式会社が所有か ら分離 され た実体で ある ことは,会 社 が有限 責任で ある
ことを理論づ ける根拠 とな る。 この よ うな株式会社 と株主 との分 離が,法 律
に よって産みだ された ものではな く,事 実,こ の両者の分離があ らわれ たの
は西欧近代国家の確 立 よりも早 く,ま た,近 代法 の成 立 よりも早か った とい
われてい る。 それ は 「自然な もの」 すなわち,人 間があ らか じめ考えた上 の
く　の
ことでも,熟 慮の結果のもので もな く,環境か ら生 まれた ものである。
株式会社の有限責任の起源を,宗 教団体の組織の中に見出 しうるものとし
て,つ ぎの ような見解がある。14世紀頃に現代の企業組織としての 株式会
社の形態に最 も近いものは,修 道院その他の宗教組織であろ う。 これ らの組
織は,可 成 りの財産を運用 し,企業的な活動を行なっていたので,そ の取引
方法に こそ意味があったのである。修道院の メンバ・一は何 ら個人的な債務を
負うていないとい う点で,現 在の株式会社に類似 している。 これ らの教団の
メンバーは,貧 困の誓いによって,彼 らが所属する団体に誓約 した 「忠順」
(obedi6nce)に従って,修 道院や教団の財政上の管理を委ね られていたので
⑫Littleton,Ibid.,pp.256_7.
片 野 一一郎,前 掲 書pp.368-9・
⑱Little七〇n,Ibid・,P・245・
片 野 … 郎,前 掲 書p・353・
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ある。 メンバ ーは,彼 ら自身の財産を所有 していない代 りに,債 務も当然存
在 しなかったのである。修道院 と取引をする部外者は,修 道院の個 々の メン
バーよりも,む しろ組織の健全性 と誠実性に信頼をおいて取引をするのであ
く　の
る。
以上 の見解 においては,有 限 責任 に重点 をおき,実 体概念 につ いてはあ ま
り明 らかに され ていない。 ところで,株 式会社 の有限責任制 を理論づけ る根
拠 とな った 実 体(entity)概念の よってきた ところは,リ トル トン}こおいて
明確 に している と思われ るので,つ ぎに これ を引用す る。
「本来人格 をもたない ところの一箇 の 実在物(entity)が世 にあ らわれ て
きて,こ れが人格的に認知 され るよ うになった ことについては,い くつかの
要 因を数 える ことがで きる。 た とえば,古 くか らあったキ リス ト教会 はそ の
一 つの有力な要 因であ る。 「帰一」("one-ness")とい うことは 「教会」の
不 可分的教理で あった。教 主が 唯一人で ある こと,教 徒 の心が一つにむすば
れ る こと,修 道 僧の人 格は修道 院の構成 の うちに没 入 され ること,個 々の司
教 が うつ り変 って も教会が永久に存 在す る こと ・これ らの事実 は,各 人が
自分個人 の存在 のほかに一つ の帰一 があ り得 るのだ とい うことを人 々に悟 ら
しめた。 ……職業上相互の利益 のた めに結びつけ られた人 々は,自 分た ちを
結 びつ けている組織が一つ の実在物 である ことを感 じたのであ った。 これが
「同業組 合」Craftguildであった。……
これ らの 社会的組織体の うちには,「結社 」 と 「帰一」 が 意味 され ていた
とともに,ま た,個 人 の何 ぴ との所 有に も属 さない独立の私有財産が存在 し
ていた。修道院 に献上 された個 々人 の財産 は,や がて教 会 自身 に よって管理
され,そ れが 日時 の経過す るにつれ て莫大 なる富 を形成す るにいたってきた
が,何 び とも これを もって修道僧や修道院長や 司教の個人財産 である と考え
く　の
る も の は な か っ た 」。
⑭M.EPeloubet,TheHistoricalBackgroundofAccounting,ined.by
M.Backer,HandbookofModernAccountingTheory,1955.p.20.
a句Littleton,op.citりpp.242-243.
片 野 一 郎,前 掲 書p・351・
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リトル トンは,中 世の三大組織体である教会,ギ ル ド,都市はいずれもそ
の特質を同 じくしており,一 つの独立 した実体であるとする。 しかも,株 式
会社が所有主 より分離 しているとい う特質は,法 制あるいは法的意識のみに
よって賦与 された ものではない。怯 律は,社 会が創造 したこの組織の うちに
本来的に内在するところのものを認知 して,あ とか らこれを規定化 しただけ'
(16)
であ る。
つ ぎに,有 限責任 の観念は株式 会社に 当初か ら内在 していたのであるが,
そ の 先駆をな した ものは 中世 の コメンダ(commenda)の組合形態 であう
た。 この商取引形態が,12世 紀 ・13世紀 の イタ リヤ都市 国家に さか んに行
なわれていた。 この場 合,出 資者 は出資額以上に責任 を負わないとい う条件
で,商 人に金銭を委ね,こ れに対 して商人の 冒険的組合事業に よる利益 の う
ちか ら分前 を もら うとい う方法が と られ ていた。
1673年に,フ ランスの商業条例(Ordonnancedecommerce)が制定 され
たが,こ れ はそれ 以前 の諸法界 の実質を うけつ いだ ものであ るが,そ の中に
有限組合営業(limitedpartnership)セこ関す る特別規定が あったが,こ れ は
実質上,中 世の組 合形態 と同一 の性格を もつ もので あった。 また,ス コッ ト
ラン ド,ア イル ラソ ドで も,大 陸の慣習にな らって,有 限 責任 の制度が と り
入れ られ ていた とい う。
この よ うに,イ ング ラン ドの周辺 に位す る国 々では,む か しの コメンダ概
念 に もとつ く1imitedPartnershipの形成 に よって,責 任を有限にす る法律
があ らわれ ていた。 しか し,イ ング ラン ド自身 は長い間遅れていた。 その理
由は,お そ らく,国 王の特許状 に もとつ いて設立す るjointstockcompany
が発展 していたので,こ れ で満足 していたか,あ るいは,イ ギ リスの不文法
の中に,大 陸に行なわれ ていたPartnershipの概 念 と異な ったPartnershiP
く　　ラ
の 概 念 が あ っ た の で は な か ろ うか と 想 像 さ れ る の で あ る 。
O〔うLittleton,Ibid・,P.242.
片 野 一 郎,前 掲 書pp.350-1.
aの]Littleton,Il)id.,p.248.
片 野 一 郎,前 掲 書pp.357-8.
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例の イ、ギ リス東 イン ド会社 におけ る 社 員の 責任 につ いては,個 別企業制
(seParatestock)㊧初期の段階 では,損 失に対す る責任 は,出 資額に比例 し
て無限に課せ られ,無 限責任が規定 され ていた。他のpartnershipと同 じよ
うに人 的無限責任 と異 って,出 資額 に比例 した間接 責任 とい う形 をもつ,特
殊 イギ リス的な 「徴収」 とい う姿 をとっていたが,制 度 と して全 出資者 の無
　　の
限 責 任 制 は 存 在 して い た 。 さ らに,合 本 制(joint-stock)をと る過 渡 的 段 階
も,カ ム パ ニ ー と会 社 企 業 との 規 模 の 一 致 したjointstockcompanyの段
づ く　　　
階 に お い て も,個 別 企 業 制 の 場 合 と全 く同 一 で あ っ た 。
と こ ろ で,1662年 チ ャ 一ール ズ2世(CharlesII)に よ っ て 発 布 さ れ た 「破
産 者 に 関 す る 布 告 条 例 」(AnActdeclaratoryconcerningBankrupts)に
よ っ て,東 イ ン ド会 社 は,ア フ リカ会 社(TheAfricaCompany)お よび 漁
業 会 社(TheRoyalFisheriesCompany)とと も に,株 主 に つ い て は,会 社
が 損 失 を 生 じた 場 合 に お い て も 破 産 法 の 適 用 を 受 け な い も の と し,こ こ に 株
く　ラ
主の有限責任制が確立されたのである。 この1662年の法律は,特 定の特許
会社 としてのjointstockcompanyの株主のために一種有限責任制をひい
たのであるが,こ の法律は株主一般の有限責任を規定するものではなかった
ことになる。なお,株 主一般の有限責任制については次章において述べる。
有限責任制が,一・般的なものになるまでは,会 計の実務は,企 業の経営上
の管理に積極的に関連する実業家の単純な要求に適合するように指示 されて
(21)
い る。 成 るほ ど,元 帳が一ば いになるまで 一般に勘定を 締切 らないや り方
は,17世紀末に至るまでひろく行なわれたといわれ,い いかえれば,当 時
の計算は主 として利益計算を 目的 としてお り,実 体勘定の総括(残 高勘定 と
(22)
貸借対照表)を 必要 とするようになったのは後世になってか らである。
?
?
?
?
大 塚 久 雄,前 掲 書pp.459-60.
大 塚 久 雄,前 掲 書pp・485,500・
大 塚 久 雄,前 掲 書p・504・
B.S.Yamey,SomeTopicsintheHistoryofFinancialAccountingin
England1500-1900,ined.byBaxterandDavidson,1962.p.38.
⑳]Littleton,op.citりp■212.
片 野 一 郎,前 掲 書p.316.
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IV近 代株式会社の成立 と会計監査
東 イン ド会社 の設 立につ いで,17世 紀 を通 じて 株式会社 の利用 は 次第 に
他の産業部 門に も及んだのであ る。 しか し,そ れ らの株式会社 は国王の特 許
に よ り設 立 されたいわゆ る法人格あ る会社(incorporatedcompany)だけで
はな く,特 許状な しに設 立 されたいわゆ る法人格 のない会社(unincorpora-
tedcompany一似而非な る会社)が 少 くなか った。 この よ うな似而非な る会
社設 立の傾 向は1630年代に現われ,ピ ユ リタソ革命 の時代 お よび名誉 革命
前後 の時代において激増 した。似而非な る会社 はいずれ も継続的な会社機関
をそ なえ,そ の資本 は譲渡性 ある株式 に分割 されlimi七edpersonalliabil三妙
とい う責任形態を とってお り,株 式会社 に極めて近 い形態 を示 していた。 こ
れ らの会社 にはパ ー トナ ーシ ップに関す る法律が適用 された結果,会 社 に対
(23)
する債権をめぐって困難な問題が生 じたのである。
このような 状態の下において,1711年イギ リス政府か ら南米(ス ペイソ
領)と の間の貿易その他の独占権を与え られ南海会社(TheSouthSeaCom-
pany)が発足 したのであるが,1719年新たに黒人奴隷供給権を獲得のため
の法案が議会において審議されは じめると,同社の株式は暴騰 し,さ らに,
この南海会社の株式の高騰に乗 じて漁業,鉱 山,保 険,金 融,土 地などに関
する200社近い各種の企業が,最 初の少額の 払込だけで 次ぎ次ぎに 設立さ
れ,し かもその大部分が法人格のない似而非なる会社であった。 これによっ
て,空 前の株式投機時代を現出 したが,1720年にはその反動 として 株式が
暴落に暴落を重ね,イ ギ リスの経済社会は深刻な恐慌状態に陥 り,同社をは
じめ多数の会社は 「泡沫」のごとく消え去 り,いわゆる南海泡沫事件(South
くをの
SeaBubblecase,1720年)を発 生 させ た の で あ る 。 そ れ で イ ギ リス に お い
て は,「 泡 沫 会 社 取 締 条 例 」(BubbleAct,1720)を公 布 し,株 式 会 社 の 設 立
に 関 して は,特 許 主 義 以 外 の 私 的 な 設 立 を 禁 止 し,会 社 の 投 機 的,詐 欺 的 行
㈱ 大 隅健一郎,株 式会社 法変遷論pp・33--4・
㈱ 山桝忠恕,監 査制度 の展開PP・19-20・
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為 に よってもた らされ る弊害 を抑制 しようと した のである。
イギ リスにおいては18世 紀末か ら19世紀の初頭(1760年代一一1820年代)
にかけての産業革命 の影響に よって,同 国の経 済は急激な発展 を とげたので
あ る。 したが って,こ の情勢 を反映 して,1720年の泡沫会社 取締条例に も
かかわ らず,18世 紀後半頃か らjointstockcompanyが,運河,鉄 道,銀
行 な どの部門か ら一 般的 な産業分野に まで多数現 われ る よ うにな り,し か も
そ の大部分が特許状 のない 似 而非な株式会社 で,あ たか も1720年以前 の状
態 にた ち もどった観を呈 した。
さ らに ナポ レオン戦争を 契機 と しての1815年の経済恐慌 を発端 と して,
その後の周期的な景気の変動 は企業 の破産事件を続 出せ しめ るにいた った。
恐慌 に続 く不況が会社 の破産数 の激増 を招いた結果,破 産法 を うみ 出 し,こ
の破産法の条項 の中に,専 門的 会計士 に よらなければな らない問題が含 まれ
ていた。 た とえば,1831年の 「破産法廷設置法」(ActtoestablishaCourt
inBankruptcy,1831)にお いて 会計士 を破産管財人に任命す ることが 規定
され,多 くの 会計士が破産報告書 の作成に関係 した1842年の 「破産者救済
法」(ActoftheReliefofInsolventDebtors,1842)でも,破 産者の債務
一覧表 の作成に会計士 を利用す るに至 り,さ らに1849年の 「破産法」(Bank-
ruptcyAct,1849)になると多 くの会計実務問題 を含む こととなって,会 計
士が破産事件 の処理に関連 して果す 役割 は大 き く,ま た会計士 自身に対す る
社 会の認識 もたか まった のであ る。 イギ リスの 会計士 は,18世 紀末 ごろに
おいては,「副業 的職業」(semi-profession)であって,そ の数 も多 くなか っ
たが,19世 紀に入 ってか ら 会計士は専業 と して 成 立す る よ うにな ったので
ある。会計士は当初簿記を担 当 している教師 の兼業 と して生 まれた ので あっ
たが,19世 紀 の初頭に は 商社そ の他 の 事務所 の実務上 の経験 を積 んだ簿記
く　 ラ
係 が 会 計 士 と して 登 場 し,次 第 に 増 加 して き た と い わ れ て い る。
株 式 会 社 に つ い て 南 海 泡 沫 事 件 の 苦 い 経 験 を 有 す る イ ギ リス は,「 泡 沫 会
社 取 締 条 例 」 に よ っ て1720年 以 来 特 許 状 ま た は 特 別 法 に よ っ て 設 立 され る
鱒R.Brown.AHistoryofAccountingandAccountants,pp.232_3.
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jointstockcomPany以外 の法人形態 の株式会社 は公的には否定 され ていた
のであ るが,産 業革命の進行に よる工業化 の急速な発 展 と他方 レッセ ・フェ
ール(laiSsez-faire)の拾頭 に伴い ,株 式会社 の特許主義について再検討せ ざ
るをえない客観的情勢に おかれたのである。
そ こで,1825年に 前世 紀以降100年の 長 きにわた った 「泡沫会社 取締条.
例」を廃止 し,つ いで1837年に新 たに 特許会社 法(CharteredCompanies
Act,1837)が成立 した。 この法律に よれば,国 王 は 「開封特許状」(Let七er
Patent)によって,法 人 格を与える ことな くして,し か も法人格 を賦与 され
た会社 の有す るすべ ての特 権を賦与す る ことがで きるとい う,い わゆ る準法
人(quasi-corporation)の地位 を認める こととなったのであ る。 しか し,そ
こでは,法 人 と して必須条件 であ る会社 自体が訴訟の当事者 となる ことも,
有限責任 をみ とめる特許は,鉱 山業,鉄 道業,保 険業,学 術 団体 の よ うな会
社 の性質お よび 目的か らして公益上その賦与が正 当とされ る場 合に限 られ,
自由には与 え られ なか った。 また これ をえるために要す る費用 も少額で はな
く　 ラ
か った。 したが って,さ きに述べた客観的情勢か らして,以 上 の予備的 立法
か らさ らに登記に よる設 立 の承認 有限 責任制 の一般的許容を規定 した法律
の実現が強 く要望 されたのであ る。
従来の株 式会社設立 の特 許主義が廃止 され て 自由な準則 主義 に うつ った最
初の法規 は,1844年の 「株式会社 の登記,設 立な らびに定款に関す る法律」
(AnActfortheRegistration,IncorporationandRegulationofJoint
StockComPanies,1844),または株 式会社登記法(JointStockCompanies
RegistrationAct,1844)と呼ばれ るものが これ である。 この法律が特 に注
意 をは らったのは,発 起人 お よび取締役 の放漫行為を抑制す るにあ った。 こ
の場合,登 記は仮登記 と本登記に分かれ,仮 登 記を してか ら本登記 をなす ま
での間に設 立計画を 一般に公 開 し,か つ,監 督官庁の審査 を 要 求 され てい
る。 この法律の規定 の うち会計 お よび監査に関 しては,取 締役の会計帳 簿の
保全 と 「完全かつ真実 な」(fullandtrue)貸借対照表 の作成義務を課 し,
㈲ 大隅健一・一郎,前掲書P・78以下,
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また,会 社設立時に監査役を選任 し,爾後は年次株主総会で選任すること,
さらに敢締役は貸借対照表およびこれに対する監査報告書を株主ならびに登
く　の
記吏に提出す る こと,な どを命 じている。
この法律 は数 ヵ月で改正 され,翌1845年 「会社条項総括法」(Companies
ClauresConsolidationAct,1845)が制定 され たが,こ の法律は取締役の会
計責任を詳細に規定す るとともに,監 査役 の資格 を限定 して,監 査役 はその
任務を引受 ける際少 くとも1株 の株式 を所有す る こと,ま た監査 役は株主で
あ る以外会社 内部 に職を もつ こと,そ の他会社に利害関係あ る職 につ くこと
も禁止 してい る。 さ らに,監 査役 は 自分が適 当 と認め る 会計士その他 の者
を,会 社 の費用 で委嘱す る ことがで きるとい う注 目すべ き規定が設 け られた
ので ある。1844・1845年の会社法 は 職業監査人 と しての 会 計士 の発展の地
盤を築いた もの と して,重 大な意義を もつ ものである。
さきの1844年の株式会社登記法はincorporatedcomPanyとして法人格
・ を取得 した会社 であ るが,し か し,会 社が法人格 を得 るとい うことは,会 社
に対す る債権 の判決 のあった場合に これに対す る株主の責任 を何 らか の方法
で制限す るとい うことを意味す るものではなか った。株主はすべて会社が法
人 となっていない場 合 と同 じ責任 を負 うもの とされた ので ある。 さ らに会社
に対す る差 し押えが満足 な結果 をえな いときには,株 主 の財産に対 して効 力
を有す る と規定 してい る。 したが って,こ の件 に関 して議会 の委員会におい
て多 くの 討論 と研 究の結果,1855年になって 初め て 有限責任法(Limited
LiabilityAct,1855)が公布 され,株 式会社 の社 員の有限 責任が保障 され る
く　 ラ
に 至 っ た の で あ る 。
す で に 述 べ た よ うに,1844年 法 に よ っ て 特 許 主 義 の 拘 束 か ら 解 放 さ れ た
イ ギ リス の 商 人 達 は,さ らに 長 い 間 特 許 会 社 に の み 認 め られ た 有 限 責 任 が,
こ こ に お い て つ い に,一 般 の 株 式 会 社 に 対 して も 認 め られ る に 至 っ た の で あ
鋤]Littleton,oP。cit・,P・288・
片野一郎,前 掲書pp・401-2・
㈱Littleton,Ibid.p.253.
片野一郎,前 掲書p.365.
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る。
そ して,翌1856年 には1844年の登記法(前 述の有限責任法 は これに基 づ
いて 制定 され た ものである)お よび1845年の会社条項総 括法は 廃 止 され,
修正 が行なわれ て 新たな 株 式会社(JointStockComPaniesAct,1856)が
生 まれた のであ る。 それ は基本定 款(memorandumofassociation)および
附 属定款(articlesofassociation)とに よ6近 代的 な設立方式を採用 し,従
来 の仮登記の制度 を廃止 して,7名 以上の発起人が基 本定款 を登記す る こと
に よ り,有 限責任会社 の設 立が認 め られ る ことに なったのであ る。会社 の内
部的組織 は附属定款 に よって規制 され るが,こ れについては後述す る。
1856年のJointStockComPaniesActをは じめその後制定 された株式会
社 関係の法律を廃止 し,こ れ を統括 ・整理 ・統一 して,1862年会社 法(Com-
paniesActof1862)をみ るに至 ったのである。 ここにおいて,イ ギ リスの
.株式会社 に関す る最初 の一般的 ・総合的な立法 の完成 をみ る こととな った。
これを もって 株式会社 に関す る マグナ ・カル タ(MagnaChar七a)とも呼ば
れ,1863年お よび1867年の フ ランスの立法 をは じめ,ひ ろ く大陸諸国の立
　の
法 に強 い影響 をお よぼ したのであ る。
さきの1856年のJointstockcomPaniesAc七においてもまた1862年の
新法に おいても同様 であ るが,会 計や監査に関す る規定 につ いては,附 属定
款 と しての 「附則A表 」(TableA)56年 法 では 「附則B表 」 の 中に
規定 されてい る。 この法規 は模範定款 と会社 に対す る最小限 の条件 を明 らか
に してい るもので,附 属定款 を欠 く場合,も しくは これが附則A表 の規定を
除外あ るいは修正 しない限 り会社 に適用 され るもの と してい る。つ ま り,一
種の任意規定 で会社が独 自の定款 を もたない場合,あ るいは定款が附則A表
くヨの
の規定に抵触する場合には,附 則A表 が適用されることになる。
附則Aの 会計ならびに 会計監査関係の 条項をあげれば,つ ぎのようにな
くヨの
る 。
㈲ 大 隅 健 一 郎,前 掲 書p・86・
G◎Littleton,oP・cit・,P・291・
¢DLittleton,Il)id.,pp.291-2.
片 野 一 郎,前 掲 書p・404.
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配当の支払は会社経営か ら生ずる利益を限度 とすること(第73条)
取締役は商品,現 金収支,債 権債務につき真実な記帳を し,かつ,1年
1回貸借対照表および収支計算書を作成 し,これを株主総会に提出す る
こと(第79条,第81条)
会社の会計は少 くとも1年 に1回1人 以上の監査役が監査 し,.かつ,監
査役は貸借対照表の真正なることを確認すること(第83条)
監査役は株主たることを妨げない こと(第86条)
監査役は会社設立の当初は取締役が選定するが,以 後は株主総会におい 覧
て選出すること(第84条)
監査役に対 しては貸借対照表の写 しが交付 されるが,監 査役は貸借対照
表な らびに これに関係のある帳簿記録および証愚書類を検査す る義務の
あること(第92条)
監査役は貸借対照表が法律の規定する内容を有 し,かつ,会 社の財政状
態を真正に表示 しているか 否かに 関する意見を 株主に 報告すべきこと
(第94条)
監査役は帳簿の検査に際 して会計士およびその他の適当な者を会社の費
用をもって委嘱す ることを妨げない こと(第93条)'
1844年および45年の会社法における会計規定は,1862年の新会社法に引
きつがれ,特 に新法が配当の源泉を利益に限定 したことは,従 来は会社資本
への浸蝕することのない配当を規定 しているのに くらべて,積 極的かつ明瞭
な規定である。また,旧 法においては監査役は必ず株主であることが要求さ
れていたが,新 法においては監査役は株主であることを要 しない としたのは
注 目に値 しよう。 とい うのは,株 主総会において選出される監査役は必ず し
も会計的能力ない し監査的能力を有す るとは限 らないので,む しろ監査を会
計士に代行せ しめる方が より効果的であるとい うことが一般に理解 されるよ
うになった。 こ㊧ように して,監 査役の うち少 くとも1人 に会計士を選任す
ることが慣行 として 行われるようにな り,つ いに,1900年の会社法はこれ
を成文化するに至ったのである。 これに よって,イ ギ リスの会計監査業務は
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確固たる社会的基盤を築いたのである。
Vむ す び
本稿は,伝 来の複式簿記を基礎に して,会 計とい う新たな領域を開拓 した
イギ リスにおいて,そ れが生成 し,発展 してゆ く過程の背後にあるものは何
か,ま た,そ れ と会計 との係 り合いについて素描 したものである。
「会計の歴史的背景」 とい うテーマのもとでの会計 とは何を さすのか,と
い うことが問題た りえようが,問 題の設定上,こ こでは資本維持を中心にす
え,こ の資本維持を条件づけたものは,会 社企業の組織形態の変遷に よって
確立 された継続企業概念によるものとする。さらに,継 続企業において利益
の配当をめ ぐっての資本と利益の区分が問題とな りうる。 これに対 して,会
計の背景 と考え られたのは,も ちろん株式会社には違いないが,そ の中で特
に有限責任とこれを理論づける実体概念と,株 式会社の成立 とその中に監査
役 として組み入れ られた職業的専門家と しての会計士,さ らに,そ れを産み
出 した18世紀か ら19世紀にかけての社会的経済的情勢 とい うことで,一 応
まとめてみたのである。
最後に,本 稿は リトル トン教授の原著と,そ れにもま して片野一郎教授の
訳本に負うところ 甚だ大 きく,筆 をお くに 当って 感謝の意を表す る次第で
す。
